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８．消費税等について

○ 社会保険料や各種税金の金額が上昇したため、賃上げに対して可処分所得が増え
た実感がないという意見が従業員から出ている。 （道路貨物運送業）

○ 固定資産税の上昇に伴い、テナントの賃貸料に反映する必要性が生じている。
（駐車場業）

９．人材の確保・育成について

○ 中小企業は事業継続に必要な人材の確保が難しい。仕上げ、研磨、めっき等、当
社の関連の下請工場でも廃業が多い。製造業の前途は非常に厳しいものがある。

（洋食器・刃物・金物製造業）

○ 募集をしても必要とする人材がなかなか見つからない。 （金属加工機械製造業）

○ 髙校、専門学校、大学やハローワークで人材を募集しているが、希望者が見つか
らず、苦戦している。 （管工機材卸売業）

○ 鍵となる技術をもつ職人等の不足が、受注動向を左右する。こうした技術をもつ
職人等の育成には時間がかかるし、それを出来る若者も決定的に不足している。
また、高齢者の場合、若い人に比べて人件費負担が大きい。 （家具・建具卸売業）

○ 採用に苦戦している。人件費も上昇している。仕事はかなりあるのだが、人材不
足で受注できない。また人件費の上昇で利益率も悪化している。経営改善はなか
なか難しい。 （ソフトウェア業）

○ 当社のような物品賃貸業だけでなく、顧客である建設業やイベント企画の会社で
も人手不足が厳しく、業務を円滑に進めるため苦労しているようだ。またコスト
の上昇を料金に反映することも難しく、厳しい経営を強いられている。

（事務用機器他賃貸業）

事業活動におけるコストの変動
１．コストの変化（前年同月比）

前年同月と比較した2025年（令和７年）２月の生産や販売、サービス提供に要する
コストの変化を全体でみると、「増加」が 54.3％（前回調査 53.1％）と最も高く、「変
化なし」が 38.5％（同38.9％）、「減少」が 4.9％（同5.3％）の順で続いた。

２．コスト増加の最大の要因
生産や販売、サービス提供に要するコスト増加の最大の要因を全体でみると、「原

材料価格」が 44.4％（前回調査 46.3％）と最も高く、「人件費」が 28.0％（同28.9％）、「エ
ネルギー価格」が 17.9％（同15.5％）、「為替の変動」が 6.1％（同6.9％）の順で続いた。

業種別にみると、製造業は「原材料価格」が 60.7％（同63.8％）と最も高い。他の
業種に比べて卸売業は「為替の変動」の 14.5％（同15.1％）、サービス業は「エネルギ
ー価格」の 23.2％（同24.8％）と「人件費」の 47.3％（同41.0％）がそれぞれ高い。

図表３　コスト増加の最大の要因
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図表２　コストの変化（前年同月比）
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注） 無回答を除き集計。（　）内は前回調査（令和７年２月）の数値。 
四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。

注） コストの変化（前年同月比）（図表２）で「増加」と回答した企業のうち無回答等を除き集計。 
（　）内は前回調査（令和７年２月）の数値。四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。


